
平成３０年第１回定例会（６月議会） 

予算及び付託議案審査関係資料 

 
 

平成３０年６月２７日 
総 務 部 

 

【予算関係】 
 
資料１ 平成３０年度６月補正予算に関する説明資料 

（財 政 課） 

 
資料２ ＰＦＩ導入可能性調査事業について 

（総 務 課） 

 
資料３ 災害弔慰金負担金について 

（総合防災課） 

 

【議案関係】 

 
資料４ 「地方独立行政法人法施行条例の一部を改正する条例案」について 

（議案第１４３号） 
（総 務 課） 

 
資料５ 「秋田県県税条例等の一部を改正する条例案」について 

（議案第１４４号） 
（税 務 課） 

 
資料６ 「地方活力向上地域における県税の不均一課税に関する条例の一部を改正する 

条例案」について（議案第１４５号） 
（税 務 課） 

 











- 1 - 

資料２（予算関係）

 

 

ＰＦＩ導入可能性調査事業について  

 

平成３０年６月２７日 

総    務    課 

 

 

１ 目的 

厳しい財政状況の中、効率的かつ効果的な公共施設の整備等を図るため、

民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用するＰＦＩ手法の導入促進に

向け、導入に必要な基準の策定等に関する調査を行う。 

 

２ これまでの経緯 

 ・平成２７年１２月、内閣府・総務省から人口２０万人以上の自治体に対

し、国の指針に基づき、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の優先的検討規程を策定す

るよう要請する通知が発出された。 

・平成２９年１０月、公共施設の整備等に当たって、従来型手法に優先し

て、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入を検討する「秋田県ＰＰＰ／ＰＦＩ手法

導入優先的検討方針」（以下「優先的検討方針」という。）を策定した。 

 ・平成３０年１月、秋田県警察運転免許センター整備について、優先的検

討方針に基づき内閣府の示した基準による簡易検討を行った結果、ＰＦ

Ｉの導入に向けた詳細な導入可能性調査の実施を決定した。 

 ・一方、本県では、これまでＰＦＩによる施設整備の事例がなく、調査の

具体的項目や手法に関する基準の策定が必要となっている。 

 

３ 事業内容 

   運転免許センターの導入可能性調査を行うとともに、同調査をモデルケ

ースとして、先行事例や事業者等のヒアリングにより、ＰＦＩ事業の進め

方などに関する調査・研究を実施する。    

（１）導入可能性調査の実施 

   運転免許センターの整備について、従来型手法とＰＦＩ手法による場

合の事業コストを始めとするメリット、デメリットの比較・分析を行う。 

（２）調査基準の策定 

   運転免許センターの導入可能性調査を通じて、調査項目や調査手法を

検討し、調査基準を策定する。 
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４ 調査の体制 

  警察本部や建設部と連携するとともに、随時、外部専門家からの助言や 

協力を得ながら調査を実施する。 

  ※外部専門家：外部コンサルタント、金融機関、大学教授等 
 

 

５ 予算額    ６４４千円（○一６４４千円） 

          内訳  ・報償費 ４６３千円 

              ・旅 費 １８１千円 

 

 

６ 調査期間 

  平成３０年７月～３１年３月 
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参考 ＰＦＩ導入の検討の流れ 

 

①新たに公共施設等の基本構想や整備計画の策定 

・ＰＦＩ手法導入の検討開始 

 

 

②対象事業 

・対象となる施設（建築物、廃棄物処理施設、下水道等） 

・対象となる事業費 

（施設整備総額が 10 億円以上、単年度の運営・維持管理費が１億円以上） 

      対象               対象外      

                          

                      

③簡易検討 

・定性評価（ＰＦＩ手法導入の適性を評価） 

・定量評価（内閣府の計算表による費用総額等の比較） 

の二つの評価を基にＰＦＩ手法導入の適否を検討 

     適する               適しない 

                          

                          

ＰＦＩ手法 

         

                                  

          

④詳細検討 

・費用総額や各手法のメリット・デメリットを比較・分析する導入可能性調査

を実施 

・調査結果を基にＰＦＩ手法導入の適否を検討  

      適する               適しない 

                  

 

 

⑤ＰＦＩ手法の導入決定 

 

 

従来型手法 

従来型手法 

従来型手法 



資料３（予算関係)

災害弔慰金負担金について

平成３０年６月２７日

総 合 防 災 課

１ 目 的

今冬の豪雪により亡くなられた県民の遺族に対し、市町村が支給する災害弔慰金の

一部を負担する。

２ 事業費 １５，０００千円 （ １０，０００千円、 ５，０００千円）

（内訳：負担金補助及び交付金 １５，０００千円）

３ 実施主体

市町村（負担割合：国１／２、県１／４、市町村１／４）

４ 負担額及び市町村別の内訳

(1)負担額の内訳

・災害弔慰金（生計維持者） 5,000千円 × 3/4 × 2人 7,500千円

・災害弔慰金（生計維持者以外の者） 2,500千円 × 3/4 × 4人 7,500千円

(2)市町村別内訳

・災害弔慰金（生計維持者） 仙北市 1人、羽後町 1人

・災害弔慰金（生計維持者以外の者） 横手市 1人、由利本荘市 2人、仙北市 1人
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資料４（議案関係）

「地方独立行政法人法施行条例の一部を改正する条例案」について

（議案第１４３号）

平成３０年６月２７日

総 務 課

１ 改正理由

地方自治法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５４号）による地方独立行

政法人法（平成１５年法律第１１８号）の一部改正により、公立大学法人以外の地方

独立行政法人の中期計画の認可等に関し知事に意見を述べることを秋田県地方独立行

政法人評価委員会（以下「委員会」という。）の所掌事務とする必要がある。

２ 改正の経緯

⑴ 地方独立行政法人法の改正

① 評価主体を「委員会」から「設立団体の長（知事）」に変更

・知事の下で、目標設定と評価の一貫性を確保

・評価結果を業務運営の改善に反映させるなど、評価の実効性を確保

※公立大学法人は、教育研究の特性により現行どおり委員会が評価

② 中期目標期間の最終年度に当該期間の見込評価を追加

・見込評価を次期中期目標や法人の組織・業務の見直し等に適切に反映

※委員会の評価への関与は、５年に１回の見込評価のみ

⑵ 評価等の客観性の確保と適正化

① 評価等の客観性、厳格性を確保するためには、第三者の専門的意見が必要

② ５年に１回の見込評価等に委員会が適切な意見を述べるためには、各事業年度

評価への関与など、継続的な関わりが必要

⑶ 法改正の施行通知発出（H30.4.1付け総務省自治行政局長通知）

条例の定めにより、目標設定や評価等の各過程で委員会の積極的な関与も可能

■ 委員会の主な所掌事務

法改正前 条例改正後

全法人 公立大学法人
公立大学法人
以外の法人

公立大学法人
以外の法人

中期目標の作成又は変更 意見 意見 意見
意見

（法第25条）

中期計画又はその変更の認可 意見 意見 関与なし
意見

（条例第3条）

各事業年度における業績評価
（各事業年度評価）

評価 評価 関与なし
意見

（条例第3条）

中期目標期間の終了時に見込ま
れる業績評価（期間見込評価）

評価 意見
意見

（法第28条）

中期目標期間における業績評価
（期間評価）

評価 評価 関与なし
意見

（条例第3条）

※公立大学法人：国際教養大学、県立大学　　公立大学法人以外：県立病院機構、県立療育機構　

区　　分
法改正後
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３ 改正内容

⑴ 委員会が地方独立行政法人法第１１条第２項第６号の規定により所掌する事務を、

次のとおりとすることとする。（第３条関係）

① 知事の諮問に応じ、地方独立行政法人（公立大学法人を除く。以下同じ。）の

中期計画又はその変更の認可に関し知事に意見を述べること。

② 知事の諮問に応じ、地方独立行政法人の各事業年度及び中期目標期間における

業務の実績に係る評価に関し知事に意見を述べること。

⑵ 委員会は、知事に意見を述べたときは、その内容を公表しなければならないこと

とする。（第３条関係）

⑶ その他所要の規定の整理を行うこととする。

４ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとする。
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＜参考＞中期目標作成から評価までの流れ （アンダーライン：条例改正部分）

＜中期目標＞
●知事作成→法人へ指示

＜中期計画＞
●法人作成→知事認可

委員会

意見 意見

＜評価＞

●　評価：委員会が実施

法　　　人

　　　    ④評価結果報告

県　議　会

＜公立大学法人以外（県立病院機構、県立療育機構）＞

●　評価：知事が実施

法　　　人

県　議　会

 ※公立大学法人：法改正前と同じ

＜公立大学法人以外（県立病院機構、県立療育機構）＞

●　評価：知事が実施

法　　　人

　③評価案に対する意見
 ②評価案諮問

県　議　会

 ※公立大学法人：法改正前と同じ

知　　　事
⑤評価結果報告

法
　
　
改
　
　
正
　
　
後

委　員　会
※期間見込評価のみ

知事に意見

法
　
　
改
　
　
正
　
　
前

①報告書提出

委　員　会
③評価結果通知 ②評価

①報告書提出

②評価

知　　　事
④評価結果報告

③評価結果通知

⑥評価結果報告
⑤評価結果通知

条
　
　
例
　
　
改
　
　
正
　
　
後

委　員　会

①報告書提出

④評価

知　　　事
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地
方
独
立
行
政
法
人
法
施
行
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
委
員
会
の
所
掌
事
務
）

第
三
条

法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
設
置
す
る
秋
田
県
地
方
独
立
行

政
法
人
評
価
委
員
会
（
以
下
「
委
員
会
」
と
い
う
。
）
が
同
条
第
二
項
第
六

号
の
規
定
に
よ
り
所
掌
す
る
事
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

知
事
の
諮
問
に
応
じ
、
法
第
二
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
中
期
計
画

又
は
そ
の
変
更
の
認
可
（
法
第
七
十
八
条
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け

る
認
可
を
除
く
。
）
に
関
し
知
事
に
意
見
を
述
べ
る
こ
と
。

二

知
事
の
諮
問
に
応
じ
、
法
第
二
十
八
条
第
一
項
各
号
に
定
め
る
事
項
に

関
す
る
評
価
（
同
条
第
四
項
の
評
価
を
除
く
。
）
に
関
し
知
事
に
意
見
を

述
べ
る
こ
と
。

２

委
員
会
は
、
前
項
各
号
の
意
見
を
述
べ
た
と
き
は
、
そ
の
内
容
を
公
表
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
委
員
会
の
組
織
及
び
委
員
の
任
期
）

（
委
員
会
の
組
織
及
び
委
員
の
任
期
）

第
四
条

第
三
条

法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
設
置
す
る
秋
田
県
地
方
独
立
行

委
員
会

は
、
委
員
五
人
以
内

政
法
人
評
価
委
員
会
（
以
下
「
委
員
会
」
と
い
う
。
）
は
、
委
員
五
人
以
内

で
組
織
す
る
。

で
組
織
す
る
。

２
～
４

略

２
～
４

略

第
五
条
～
第
九
条

略

第
四
条
～
第
八
条

略
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資料５（議案関係）

「秋田県県税条例等の一部を改正する条例案」について（議案第１４４号）

平成３０年６月２７日

税 務 課

１ 改正理由

地方税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）による地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の一部改正に伴い、個人県民税の基礎控除等の見直し及び県た

ばこ税の税率の引上げ等を行う必要がある。

２ 改正内容

個人県民税（第３４条等関係）

合計所得金額が２，５００万円を超える納税者について、基礎控除（所得金額から

４３万円（現行３３万円）を控除）等を適用しないこととする。

県たばこ税（第８２条及び第８３条関係）

① 税率引上げ（３段階で実施）

② 加熱式たばこの換算方法の見直し（５年間かけて段階的に移行）

加熱式たばこは次の方式により、紙巻たばこの本数に換算して①の税率を適用

現行方式から新方式への移行は、平成３０年から平成３４年にかけて毎年１０月

１日に段階的に行うこととする。

その他所要の規定の整理を行うこととする。

３ 施行期日等

２ は平成３３年１月１日に、２ は段階的に施行することとする。

この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとする。

県 市町村 国 合計

現 行 860円 0.860円 5.262円 6.122円 12.244円

平成30年10月1日 930円 0.930円 5.692円 6.622円 13.244円

平成32年10月1日 1，000円 1.000円 6.122円 7.122円 14.244円

平成33年10月1日 1，070円 1.070円 6.552円 7.622円 15.244円

※国の税額には、たばこ特別税を含む。

時 期 紙巻たばこ
千本当たり

（参考 ）１本当たり
税 率

現行方式
加熱式たばこの重量を基準に紙巻たば
この本数に換算

加熱式たばこの重量を基準にした換算
本数と価格を基準にした換算本数の合
計により、紙巻たばこの本数に換算

加熱式たばこ重量１ｇ　＝　紙巻たばこ１本

加熱式たばこ重量０．４ｇ　＝　紙巻たばこ０．５本

加熱式たばこ価格約２０円　＝　紙巻たばこ０．５本
新方式
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秋
田
県
県
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

秋
田
県
県
税
条
例
の
一
部
改
正
（
第
二
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

第
八
十
二
条

略

第
八
十
二
条

略

２

前
項
の
製
造
た
ば
こ
（
加
熱
式
た
ば
こ
を
除
く
。
）
の
本
数
は
、
紙
巻
た

２

前
項
の
製
造
た
ば
こ

の
本
数
は
、
喫
煙
用

ば
こ

の
本
数
に
よ
る
も
の
と
し
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
製
造

の
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
よ
る
も
の
と
し
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
製
造

た
ば
こ
の
本
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
同
欄
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同

た
ば
こ
の
本
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
同
欄
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当

表
の
下
欄
に
定
め
る
重
量
を
も
つ
て
紙
巻
た
ば
こ

の
一
本
に
換
算

該
下
欄

に
定
め
る
重
量
を
も
つ
て
喫
煙
用
の
紙
巻
た
ば
こ
の
一
本
に
換
算

す
る
も
の
と
す
る
。

す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
製
造
た
ば
こ
代
用
品
の
区
分
に

つ
い
て
は
、
当
該
製
造
た
ば
こ
代
用
品
の
性
状
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

区

分

重

量

区

分

重

量

一

喫
煙
用
の
製
造
た
ば
こ

一

喫
煙
用
の
製
造
た
ば
こ

葉
巻
た
ば
こ

一
グ
ラ
ム

パ
イ
プ
た
ば
こ

一
グ
ラ
ム

パ
イ
プ
た
ば
こ

一
グ
ラ
ム

葉
巻
た
ば
こ

一
グ
ラ
ム

刻
み
た
ば
こ

二
グ
ラ
ム

刻
み
た
ば
こ

二
グ
ラ
ム

略

略

３

加
熱
式
た
ば
こ
に
係
る
第
一
項
の
製
造
た
ば
こ
の
本
数
は
、
法
第
七
十
四

条
の
四
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本

数
に
〇
・
八
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
、
同
項
第
二
号
に
掲

げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
二
を
乗
じ
て
計
算

し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
及
び
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し

た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
二
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数

の
合
計
数
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
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４

前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
重
量
又
は
金
額

３

前
項

の
規
定
に
よ
り
重
量

を
本
数
に
換
算
す
る
場
合
の
計
算
そ
の
他
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必

を
本
数
に
換
算
す
る
場
合
の
計
算

に
関
し
必

要
な
事
項
は
、
規
則
で
定
め
る
。

要
な
事
項
は
、
規
則
で
定
め
る
。

（
た
ば
こ
税
の
税
率
）

（
た
ば
こ
税
の
税
率
）

第
八
十
三
条

た
ば
こ
税
の
税
率
は
、
千
本
に
つ
き
九
百
三
十
円
と
す
る
。

第
八
十
三
条

た
ば
こ
税
の
税
率
は
、
千
本
に
つ
き
八
百
六
十
円
と
す
る
。

秋
田
県
県
税
条
例
の
一
部
改
正
（
第
三
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

第
八
十
二
条

略

第
八
十
二
条

略

２

略

２

略

３

加
熱
式
た
ば
こ
に
係
る
第
一
項
の
製
造
た
ば
こ
の
本
数
は
、
法
第
七
十
四

３

加
熱
式
た
ば
こ
に
係
る
第
一
項
の
製
造
た
ば
こ
の
本
数
は
、
法
第
七
十
四

条
の
四
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本

条
の
四
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本

数
に
〇
・
六
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
、
同
項
第
二
号
に
掲

数
に
〇
・
八
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
、
同
項
第
二
号
に
掲

げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
四
を
乗
じ
て
計
算

げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
二
を
乗
じ
て
計
算

し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
及
び
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し

し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
及
び
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し

た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
四
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数

た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
二
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数

の
合
計
数
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

の
合
計
数
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

４

略

４

略

秋
田
県
県
税
条
例
の
一
部
改
正
（
第
四
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
所
得
控
除
）

（
所
得
控
除
）

第
三
十
四
条

所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
法
第
三
十
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ

第
三
十
四
条

所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
法
第
三
十
四
条
第
一
項
各
号
の
い
ず

る
者
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は

同
項
及
び
同
条
第
三
項
か
ら
第

れ
か
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
同
項
及
び
同
条
第
三
項
か
ら
第
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十
二
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り
雑
損
控
除
額
、
医
療
費
控
除
額
、
社
会
保
険
料

十
二
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り
雑
損
控
除
額
、
医
療
費
控
除
額
、
社
会
保
険
料

控
除
額
、
小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除
額
、
生
命
保
険
料
控
除
額
、
地
震

控
除
額
、
小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除
額
、
生
命
保
険
料
控
除
額
、
地
震

保
険
料
控
除
額
、
障
害
者
控
除
額
、
寡
婦
（
寡
夫
）
控
除
額
、
勤
労
学
生
控

保
険
料
控
除
額
、
障
害
者
控
除
額
、
寡
婦
（
寡
夫
）
控
除
額
、
勤
労
学
生
控

除
額
、
配
偶
者
控
除
額
、
配
偶
者
特
別
控
除
額
又
は
扶
養
控
除
額
を
、
前
年

除
額
、
配
偶
者
控
除
額
、
配
偶
者
特
別
控
除
額
又
は
扶
養
控
除
額
を
、
所
得

の
合
計
所
得
金
額
が
二
千
五
百
万
円
以
下
で
あ
る
所
得
割
の
納
税
義
務
者
に

割
の
納
税
義
務
者
に
つ
い
て
は
、

つ
い
て
は
同
条
第
二
項
、
第
七
項
及
び
第
十
二
項
の
規
定
に
よ
り
基
礎
控
除

同
条
第
二
項
、
第
七
項
及
び
第
十
二
項
の
規
定
に
よ
り
基
礎
控
除

額
を
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
者
の
前
年
の
所
得
に
つ
い
て
算
定
し
た
総
所
得
金
額
、

額
を
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
者
の
前
年
の
所
得
に
つ
い
て
算
定
し
た
総
所
得
金
額
、

退
職
所
得
金
額
又
は
山
林
所
得
金
額
か
ら
控
除
す
る
。

退
職
所
得
金
額
又
は
山
林
所
得
金
額
か
ら
控
除
す
る
。

（
調
整
控
除
）

（
調
整
控
除
）

第
三
十
六
条

前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
二
千
五
百
万
円
以
下
で
あ
る
所
得
割

第
三
十
六
条

所
得
割
の
納
税
義
務
者

の
納
税
義
務
者
に
つ
い
て
は
、
そ
の
者
の
前
条
の
規
定
に
よ
る
所
得
割
の
額

に
つ
い
て
は
、
そ
の
者
の
前
条
の
規
定
に
よ
る
所
得
割
の
額

か
ら
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金

か
ら
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金

額
を
控
除
す
る
も
の
と
す
る
。

額
を
控
除
す
る
も
の
と
す
る
。

一
・
二

略

一
・
二

略

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

第
八
十
二
条

略

第
八
十
二
条

略

２

略

２

略

３

加
熱
式
た
ば
こ
に
係
る
第
一
項
の
製
造
た
ば
こ
の
本
数
は
、
法
第
七
十
四

３

加
熱
式
た
ば
こ
に
係
る
第
一
項
の
製
造
た
ば
こ
の
本
数
は
、
法
第
七
十
四

条
の
四
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本

条
の
四
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本

数
に
〇
・
四
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
、
同
項
第
二
号
に
掲

数
に
〇
・
六
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
、
同
項
第
二
号
に
掲

げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
六
を
乗
じ
て
計
算

げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
四
を
乗
じ
て
計
算

し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
及
び
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し

し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
及
び
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し

た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
六
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数

た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
四
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数

の
合
計
数
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

の
合
計
数
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

４

略

４

略

（
た
ば
こ
税
の
税
率
）

（
た
ば
こ
税
の
税
率
）

第
八
十
三
条

た
ば
こ
税
の
税
率
は
、
千
本
に
つ
き
千
円

と
す
る
。

第
八
十
三
条

た
ば
こ
税
の
税
率
は
、
千
本
に
つ
き
九
百
三
十
円
と
す
る
。
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附

則

附

則

（
個
人
の
県
民
税
の
所
得
割
の
算
定
の
特
例
）

（
個
人
の
県
民
税
の
所
得
割
の
算
定
の
特
例
）

第
二
条

当
分
の
間
、
三
十
五
万
円
に
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
同
一
生
計
配

第
二
条

当
分
の
間
、
三
十
五
万
円
に
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
同
一
生
計
配

偶
者
及
び
扶
養
親
族
の
数
に
一
を
加
え
た
数
を
乗
じ
て
得
た
金
額
に
十
万
円

偶
者
及
び
扶
養
親
族
の
数
に
一
を
加
え
た
数
を
乗
じ
て
得
た
金
額
（

を
加
算
し
た
金
額
（
そ
の
者
が
同
一
生
計
配
偶
者
又
は
扶
養
親
族
を
有
す
る

そ
の
者
が
同
一
生
計
配
偶
者
又
は
扶
養
親
族
を
有
す
る

場
合
に
は
、
当
該
金
額
に
三
十
二
万
円
を
加
算
し
た
金
額
）
が
、
第
一
号
に

場
合
に
は
、
当
該
金
額
に
三
十
二
万
円
を
加
算
し
た
金
額
）
が
、
第
一
号
に

掲
げ
る
額
か
ら
第
二
号
に
掲
げ
る
額
と
第
三
号
に
掲
げ
る
額
と
の
合
計
額
を

掲
げ
る
額
か
ら
第
二
号
に
掲
げ
る
額
と
第
三
号
に
掲
げ
る
額
と
の
合
計
額
を

控
除
し
た
金
額
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
当
該
超
え
る
金
額
に
第
二

控
除
し
た
金
額
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
当
該
超
え
る
金
額
に
第
二

号
に
掲
げ
る
額
を
同
号
に
掲
げ
る
額
と
第
三
号
に
掲
げ
る
額
と
の
合
計
額
で

号
に
掲
げ
る
額
を
同
号
に
掲
げ
る
額
と
第
三
号
に
掲
げ
る
額
と
の
合
計
額
で

除
し
て
得
た
数
値
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
、
当
該
納
税
義
務
者
の
第
三
十
五

除
し
て
得
た
数
値
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
、
当
該
納
税
義
務
者
の
第
三
十
五

条
及
び
第
三
十
六
条
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
か
ら
控
除
す

条
及
び
第
三
十
六
条
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
か
ら
控
除
す

る
。

る
。

一
～
三

略

一
～
三

略

２

略

２

略

秋
田
県
県
税
条
例
の
一
部
改
正
（
第
五
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

第
八
十
二
条

略

第
八
十
二
条

略

２

略

２

略

３

加
熱
式
た
ば
こ
に
係
る
第
一
項
の
製
造
た
ば
こ
の
本
数
は
、
法
第
七
十
四

３

加
熱
式
た
ば
こ
に
係
る
第
一
項
の
製
造
た
ば
こ
の
本
数
は
、
法
第
七
十
四

条
の
四
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本

条
の
四
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本

数
に
〇
・
二
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
、
同
項
第
二
号
に
掲

数
に
〇
・
四
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
、
同
項
第
二
号
に
掲

げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
八
を
乗
じ
て
計
算

げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
六
を
乗
じ
て
計
算

し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
及
び
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し

し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
及
び
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し

た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
八
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数

た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
六
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
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の
合
計
数
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

の
合
計
数
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

４

略

４

略

（
た
ば
こ
税
の
税
率
）

（
た
ば
こ
税
の
税
率
）

第
八
十
三
条

た
ば
こ
税
の
税
率
は
、
千
本
に
つ
き
千
七
十
円
と
す
る
。

第
八
十
三
条

た
ば
こ
税
の
税
率
は
、
千
本
に
つ
き
千
円

と
す
る
。

秋
田
県
県
税
条
例
の
一
部
改
正
（
第
六
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）

第
八
十
二
条

略

第
八
十
二
条

略

２

略

２

略

３

加
熱
式
た
ば
こ
に
係
る
第
一
項
の
製
造
た
ば
こ
の
本
数
は
、
法
第
七
十
四

３

加
熱
式
た
ば
こ
に
係
る
第
一
項
の
製
造
た
ば
こ
の
本
数
は
、
法
第
七
十
四

条
の
四
第
三
項
各
号

に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た

条
の
四
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本

数
に
〇
・
二
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
、
同
項
第
二
号
に
掲

げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
八
を
乗
じ
て
計
算

し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
及
び
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
換
算
し

紙
巻
た
ば
こ
の
本
数

た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
〇
・
八
を
乗
じ
て
計
算
し
た
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数

の
合
計
数
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

の
合
計
数
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

４

略

４

略
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資料６（議案関係）

「地方活力向上地域における県税の不均一課税に関する条例の一部を
改正する条例案」について（議案第１４５号）

平成３０年６月２７日

税 務 課

１ 改正理由

地域再生法の一部を改正する法律（平成３０年法律第３８号）の施行により、地方活

力向上地域の雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を推進するため、調査及び企画

部門の事務所等（以下「本社機能」という。）の集積の程度が著しく高い地域（東京

２３区内）から本社機能を地方活力向上地域に移転した者について事業税、不動産取得

税等の課税免除の措置を講ずる必要がある。

２ 改正内容

条例の題名を「地方活力向上地域における県税の課税免除及び不均一課税に関する

条例」に改めることとする。

事業税（第２条及び附則第３項関係）

［現 行］３年度分の不均一課税（税率を軽減）

［改正後］３年度分の課税免除

不動産取得税（第３条及び附則第５項関係）

［現 行］不均一課税（税率を軽減）

［改正後］課税免除 ※東京２３区内以外からの移転又は既存の本社機能の拡充の

場合は、現行のとおり不均一課税

その他所要の規定の整備を行うこととする。

【課税免除の主な要件】

○ 県の認定を受けたうえで本社機能を東京２３区内から移転すること

○ 建物、設備等の取得価額３，８００万円（中小企業は１，９００万円）以上

○ 増加雇用者５人（中小企業は２人）以上

※ 増加雇用者数要件は、地域再生法の改正により、従前の１０人（中小企業

は５人）以上から緩和されている。

３ 施行期日等

この条例は、公布の日から施行することとする。

この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとする。

【参考】減収補填

課税免除の実施に伴う減収の一部は普通交付税の算定に用いる基準財政収入額から控

除することにより補填される。

○減収補填率 事業税 １年目１／２、２年目１／４、３年目１／８

不動産取得税 １０／１０
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地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
県
税
の
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
県
税
の
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
本
則
に
よ
る
改
正
）

新

旧

地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
県
税
の
課
税
免
除
及
び
不
均
一
課
税
に

地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
県
税
の
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例

関
す
る
条
例

（
事
業
税
の
課
税
免
除
）

（
事
業
税
の
不
均
一
課
税
）

第
二
条

認
定
地
域
再
生
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
地
方
活
力
向
上
地
域
内
に

第
二
条

認
定
地
域
再
生
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
地
方
活
力
向
上
地
域
内
に

お
い
て
、
地
域
再
生
法
第
十
七
条
の
六
の
地
方
公
共
団
体
等
を
定
め
る
省
令

お
い
て
、
地
域
再
生
法
第
十
七
条
の
六
の
地
方
公
共
団
体
等
を
定
め
る
省
令

（
平
成
二
十
七
年
総
務
省
令
第
七
十
三
号
。
以
下
「
省
令
」
と
い
う
。
）
第

（
平
成
二
十
七
年
総
務
省
令
第
七
十
三
号
。
以
下
「
省
令
」
と
い
う
。
）
第

二
条
第
一
号
の
認
定
事
業
者
で
あ
っ
て
、
同
号
に
規
定
す
る
特
定
業
務
施
設

二
条
第
一
号
の
認
定
事
業
者
で
あ
っ
て
、
同
号
に
規
定
す
る
特
定
業
務
施
設

整
備
計
画
（
以
下
「
特
定
業
務
施
設
整
備
計
画
」
と
い
う
。
）
の
認
定
を
受

整
備
計
画
（
以
下
「
特
定
業
務
施
設
整
備
計
画
」
と
い
う
。
）
の
認
定
を
受

け
た
日
か
ら
同
日
の
翌
日
以
後
二
年
を
経
過
す
る
日
（
同
日
ま
で
に
地
域
再

け
た
日
か
ら
同
日
の
翌
日
以
後
二
年
を
経
過
す
る
日
（
同
日
ま
で
に
地
域
再

生
法
第
十
七
条
の
二
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
認
定
を
取
り
消
さ
れ
た
と

生
法
第
十
七
条
の
二
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
認
定
を
取
り
消
さ
れ
た
と

き
は
、
そ
の
取
り
消
さ
れ
た
日
の
前
日
）
ま
で
の
間
に
同
号
に
規
定
す
る
特

き
は
、
そ
の
取
り
消
さ
れ
た
日
の
前
日
）
ま
で
の
間
に
同
号
に
規
定
す
る
特

別
償
却
設
備
（
以
下
「
特
別
償
却
設
備
」
と
い
う
。
）
を
設
置
し
た
も
の
が

別
償
却
設
備
（
以
下
「
特
別
償
却
設
備
」
と
い
う
。
）
を
設
置
し
た
も
の
が

行
う
事
業
に
対
し
て
課
す
る
事
業
税
に
つ
い
て
は
、
当
該
税
額
か
ら
次
の
各

行
う
事
業
に
対
し
て
課
す
る
事
業
税
に
お
い
て
は
、
当
該
特
別
償
却
設
備
を

号
に
掲
げ
る
事
業
税
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
減
額
す
る
。

事
業
の
用
に
供
し
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
か
ら
当
該
事
業
の
用
に
供
し
た

一

事
業
を
行
う
法
人
が
特
別
償
却
設
備
を
事
業
の
用
に
供
し
た
日
の
属
す

日
か
ら
三
年
以
内
に
終
了
す
る
事
業
年
度
ま
で
の
各
事
業
年
度
又
は
当
該
特

る
事
業
年
度
か
ら
当
該
事
業
の
用
に
供
し
た
日
か
ら
三
年
以
内
に
終
了
す

別
償
却
設
備
を
事
業
の
用
に
供
し
た
日
の
属
す
る
年
か
ら
三
年
間
の
各
年
の

る
事
業
年
度
ま
で
の
各
事
業
年
度
の
所
得
又
は
収
入
金
額
に
対
す
る
事
業

所
得
又
は
収
入
金
額
の
う
ち
当
該
特
別
償
却
設
備
に
係
る
も
の
と
し
て
規
則

税

当
該
所
得
又
は
収
入
金
額
の
う
ち
当
該
特
別
償
却
設
備
に
係
る
も
の

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
額
に
対
し
て
課
す
る
事
業
税
の
税
率
は

と
し
て
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
額
に
秋
田
県
県
税
条
例

、
秋
田
県
県
税
条
例
（
昭
和
二
十
九
年
秋
田
県
条
例
第
二
十
四
号
。
以
下
「

（
昭
和
二
十
九
年
秋
田
県
条
例
第
二
十
四
号
。
以
下
「
県
税
条
例
」
と
い

県
税
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
十
一
条
（
県
税
条
例
附
則
第
十
四
条
の
二
の

う
。
）
第
五
十
一
条
（
県
税
条
例
附
則
第
十
四
条
の
二
の
二
の
二
の
規
定

二
の
二
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ

に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
税
率
を

。
）
及
び
第
五
十
五
条
の
三
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲

乗
じ
て
得
た
額

げ
る
年
度
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
税
率
と
す
る

二

事
業
を
行
う
個
人
が
特
別
償
却
設
備
を
事
業
の
用
に
供
し
た
日
の
属
す

。
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る
年
か
ら
三
年
間
の
各
年
の
所
得
に
対
す
る
事
業
税

当
該
所
得
の
う
ち

当
該
特
別
償
却
設
備
に
係
る
も
の
と
し
て
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

年
度
の
区
分

税
率

計
算
し
た
額
に
県
税
条
例
第
五
十
五
条
の
三
に
規
定
す
る
税
率
を
乗
じ
て

得
た
額

初
年
度

県
税
条
例
第
五
十
一
条
又
は
第
五
十
五
条
の
三

に
規
定
す
る
税
率
に
二
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た

率

第
二
年
度

県
税
条
例
第
五
十
一
条
又
は
第
五
十
五
条
の
三

に
規
定
す
る
税
率
に
四
分
の
三
を
乗
じ
て
得
た

率

第
三
年
度

県
税
条
例
第
五
十
一
条
又
は
第
五
十
五
条
の
三

に
規
定
す
る
税
率
に
八
分
の
七
を
乗
じ
て
得
た

率

（
不
動
産
取
得
税
の
課
税
免
除
及
び
不
均
一
課
税
）

（
不
動
産
取
得
税
の

不
均
一
課
税
）

第
三
条

認
定
地
域
再
生
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
地
方
活
力
向
上
地
域
内
に

第
三
条

お
い
て
、
省
令
第
二
条
第
二
号
の
認
定
事
業
者
（
地
域
再
生
法
第
十
七
条
の

二
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
業
を
実
施
す
る
者
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
、

特
定
業
務
施
設
整
備
計
画
の
認
定
を
受
け
た
日
か
ら
同
日
の
翌
日
以
後
二
年

を
経
過
す
る
日
（
同
日
ま
で
に
同
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
認
定
を
取

り
消
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
取
り
消
さ
れ
た
日
の
前
日
）
ま
で
の
間
に
特
別

償
却
設
備
を
設
置
し
た
も
の
の
特
別
償
却
設
備
で
あ
る
家
屋
で
規
則
で
定
め

る
も
の
又
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
土
地
の
取
得
（
省
令
第
一
条
に
規
定
す
る
公

示
日
（
以
下
「
公
示
日
」
と
い
う
。
）
以
後
の
取
得
に
限
り
、
か
つ
、
土
地

の
取
得
に
つ
い
て
は
、
そ
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
以
内
に

当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
当
該
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け

る
当
該
土
地
の
取
得
に
限
る
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
て
は
、
不

動
産
取
得
税
を
課
さ
な
い
。
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２

認
定
地
域
再
生
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
地
方
活
力
向
上
地
域
内
に
お
い

認
定
地
域
再
生
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
地
方
活
力
向
上
地
域
内
に
お
い

て
、
省
令
第
二
条
第
二
号
の
認
定
事
業
者
（
地
域
再
生
法
第
十
七
条
の
二
第

て
、
省
令
第
二
条
第
二
号
の
認
定
事
業
者

一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
業
を
実
施
す
る
者
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
、
特
定

で
あ
っ
て
、
特
定

業
務
施
設
整
備
計
画
の
認
定
を
受
け
た
日
か
ら
同
日
の
翌
日
以
後
二
年
を
経

業
務
施
設
整
備
計
画
の
認
定
を
受
け
た
日
か
ら
同
日
の
翌
日
以
後
二
年
を
経

過
す
る
日
（
同
日
ま
で
に
同
条
第
六
項

の
規
定
に
よ

過
す
る
日
（
同
日
ま
で
に
地
域
再
生
法
第
十
七
条
の
二
第
六
項
の
規
定
に
よ

り
当
該
認
定
を
取
り
消
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
取
り
消
さ
れ
た
日
の
前
日
）

り
当
該
認
定
を
取
り
消
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
取
り
消
さ
れ
た
日
の
前
日
）

ま
で
の
間
に
特
別
償
却
設
備
を
設
置
し
た
も
の
の
特
別
償
却
設
備
で
あ
る
家

ま
で
の
間
に
特
別
償
却
設
備
を
設
置
し
た
も
の
の
特
別
償
却
設
備
で
あ
る
家

屋
で
規
則
で
定
め
る
も
の
又
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
土
地
の
取
得

屋
で
規
則
に
定
め
る
も
の
又
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
土
地
の
取
得
（
省
令
第
一

条
に
規
定
す
る
公
示
日
（
以
下
「
公
示
日
」
と
い
う
。
）
以
後
の
取
得
に
限

り
、
か
つ
、
土
地
の
取
得
に
つ
い
て
は
、
そ
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算

し
て
一
年
以
内
に
当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
当
該
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ

に
対
し
て
課
す
る
不
動

っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
の
取
得
に
限
る
。
）
に
対
し
て
課
す
る
不
動

産
取
得
税
の
税
率
は
、
県
税
条
例
第
六
十
七
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
百

産
取
得
税
の
税
率
は
、
県
税
条
例
第
六
十
七
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
百

分
の
〇
・
四
と
す
る
。

分
の
〇
・
四
と
す
る
。

附

則

附

則

１
・
２

略

１
・
２

略

３

当
分
の
間
、
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
の
第
二
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い

３

当
分
の
間
、
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
の
第
二
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
同
条
第
一
号
中
「
第
五
十
一
条
（
」
と
あ
る
の
は
、

て
は
、
同
条
中
「
以
下
同
じ
。
）
及
び
第
五
十
五
条
の
三
」
と
あ
る
の
は
「

）
、
第
五
十
五
条
の
三
及
び
附
則
第
十
四
条
の
二
の
三
」
と
、
同
条
の
表
中

「
附
則
第
十
四
条
の
二
の
三
の
規
定
に
よ
り

「
第
五
十
一
条
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
十
四
条
の
二
の
三
の
規
定
に
よ
り

読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
第
五
十
一
条
（
県
税
条
例
附
則
第
十
四
条
の
二
の

読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
第
五
十
一
条
（
県
税
条
例
附
則
第
十
四
条
の
二
の

三
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た

三
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
県
税
条
例
附
則
第
十
四
条
の
二
の
二
の

」
と
す
る
。

二
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
」
と
す
る
。

４

略

４

略

（
不
動
産
取
得
税
の
税
率
の
特
例
）

（
不
動
産
取
得
税
の
税
率
の
特
例
）

５

平
成
三
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る

５

平
成
三
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
第
三
条

に
規
定
す
る

家
屋
又
は
土
地
の
取
得
が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
家
屋
又
は
土
地
の

家
屋
又
は
土
地
の
取
得
が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
家
屋
又
は
土
地
の

取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
の
税
率
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ

取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
の
税
率
は
、
同
条
の
規
定
に
か
か
わ

ら
ず
、
当
該
取
得
に
つ
い
て
こ
の
項
の
規
定
の
適
用
が
な
い
も
の
と
し
た
場

ら
ず
、
当
該
取
得
に
つ
い
て
こ
の
項
の
規
定
の
適
用
が
な
い
も
の
と
し
た
場
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合
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
県
税
条
例
第
六
十
七
条
又
は
附
則
第
十
五
条
第
一
項

合
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
県
税
条
例
第
六
十
七
条
又
は
附
則
第
十
五
条
第
一
項

に
規
定
す
る
税
率
に
十
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
率
と
す
る
。

に
規
定
す
る
税
率
に
十
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
率
と
す
る
。

６
・
７

略

６
・
７

略




